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2.2 本市の地域概況 

2.2.1 概況（位置・地勢） 

本市は、島根県西部の日本海を望む位置にあり、東は江津市、邑南町、西は益田市、南は広島県に隣接

しています。 

総面積は 690.68km2（県域の約 10.3％）で、中国山地から日本海に至る東西約 46.4km、南北約

28.1km を有しています。 

市の大部分が、丘陵地や山地で、中国山地が日本海まで迫り、また、切り立ったリアス式地形と砂丘海

岸の織り成す海岸線は、優れた自然景観と天然の良港をもたらしています。また、浜田川、下府川、周布川、

三隅川などの主要河川が流れ、水資源に恵まれ、河川の下流域には平地を形成し、市街地や農地が展開し

ています。 

まとまった平地は少ないですが、豊かな自然を有し多面的機能をもつ中山間地域に恵まれ、国土および

環境の保全や地下水の涵養などに大きな役割を果たしています。 

豊かで美しい自然と、日本遺産に認定された外ノ浦の町並み、石見神楽などの伝統文化、しまね海洋館

アクアスなどの観光資源を有しており、高速道路や港湾などの産業都市基盤、島根県立大学や浜田医療セ

ンター、医療福祉施設などの社会生活基盤が整備されています。 

 

 

図 本市の位置 
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2.2.2 主要指標 

(1) 気象（気温・降水量） 

本市の年平均気温は、平年値（1993 年～2022 年）で 16.3℃となっており、対馬海流の影響で比較

的温暖な気候で冬季の積雪も少なく、自然環境や居住環境に恵まれた地域です。 

また、過去 100 年の本市の年平均気温の推移を見てみると、変動しながらも年々上昇傾向にあり、

100 年前と比較して 1.2℃上昇しています。 

 

 
出典：「浜田特別地域気象観測所データ」（気象庁ホームページ）より作成 

図 本市の気温（最高・平均・最低）および月間降水量の年平均値 

 

 

 

出典：「浜田特別地域気象観測所データ」（気象庁ホームページ）より作成 

図 本市の1922年～2022年の100年間における年平均気温の推移 
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(2) 人口・世帯数 

2023（令和 5）年 10 月時点の本市の人口は 49,907 人、世帯数は 25,408 世帯となっています。 

過去 10 年間における人口および世帯数の推移について、2013（平成 25）年からの推移では、人口

および世帯数共に微減傾向が続いており、この 10 年間で人口は 6,977 人、世帯数は 1,023 世帯減

少しています。 

また、世帯構成人員についても微減傾向が続いており、単身世帯（未婚世帯・高齢者単身世帯）の増加

や核家族化が進行しています。 

 

 
出典：「住民基本台帳人口」（しまね統計情報データベース）より作成 

図 過去 10 年間（2013 年～2022 年）における本市の人口および世帯数の推移 
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国勢調査によると、本市の総人口は高度経済成長期の都市部への流出により、1955（昭和 30）年の

91,495 人をピークに急激な減少を示しています。また、国立社会保障・人口問題研究所による 2018

（平成 30）年の推計では、2045（令和 27）年には約 4 万人まで減少すると見通されています。 

年齢 3 区分別の人口では、年少人口（0～14 歳）、生産年齢人口（15～64 歳）は減少していくことが

推計されており、老年人口（65 歳以上）は 2020（令和 2）年をピークに減少することが推計されていま

すが、人口全体の減少率の方が高いため、高齢化率は一貫して上昇することが推計されています。 

 

 
出典：「国勢調査」（総務省統計局）、「日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所）より作成 

図 本市の人口推移 
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2.3 本市のこれまでの取組 

2.3.1 前計画の取組状況 

前計画である 2019（令和元）年 3 月に策定した「浜田市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」の現

在までの取組状況について整理し、本計画を策定する際の参考とします。 

前計画の目標については、2030 年度に「目指す将来像（2030 ビジョン）」および「目指す具体的な姿」

として下記のとおり設定しています。 

 

＜前計画の目標設定＞ 

目指す将来像（2030 ビジョン） 

「省エネルギーと創エネルギーの両輪で人と地域の元気を支え続けるまち」 

 

目指す具体的な姿 

① 省エネ・再生可能エネルギーに配慮した住宅の建築（新築・リフォーム）が進んでいます。 

② 多くの市民や事業者が省エネを徹底し、環境ビジネスや再生可能エネルギー事業が盛んになっていま

す。 

③ 低炭素な次世代自動車が普及しています。また、公共交通の利便性が向上し、歩行者や自転車利用者

にとって安全・快適なまちになっています。 

④ 地域住民による発電事業が盛んになり、その収益は地域のまちづくり活動に使われています。 

⑤ 農林業を元気にする循環型の再生可能エネルギー利用が進んでいます。 

⑥ エネルギーの自給率が高まり、災害にも強いまちになっています。 

⑦ 市民一人ひとりのエネルギーに関する理解が深まり、それぞれのエネルギー特性を生かした賢いくらし

が実現しています。 

 

前計画で設定した目標を実現するための評価指標（KPI）については、関係機関への電話での聞き取りや

事業所のホームページ、市民アンケート、島根県の統計、市で算出している数値をもとに把握してきました。 

しかしながら、数値の把握が難しい項目が多々存在し、設定した全部の KPI を毎年把握することができ

ない状態が起こっていたのが現状です。そのような教訓を踏まえ、本計画で設定する KPI については、本

市が確実に把握できるものを選定し設定することとします。 

また、前計画で把握できる KPI の進捗状況（抜粋）については、次頁に示すとおりですが、着実に進展し

ているものもあれば、遅々として進まないものもありました。 
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評価指標（抜粋） 

第 1 節 省エネルギーの推進に関する政策 

（1）家庭部門 

評価指標 現状値 実績値 目標値 

クールシェア・ウォームシェア（しまね

エコスポット）登録事業者数 

2017 年度 2022 年度 2024 年度 

1 件 4 件 10 件 
 

（2）産業部門、業務その他部門 

評価指標 現状値 実績値 目標値 

しまねストップ温暖化対策防止宣言

賛同事業者数 

2017 年度 2022 年度 2024 年度 

328 件 363 件 450 件 
 

（3）交通・運輸部門 

評価指標 現状値 実績値 目標値 

電気自動車急速充電器の設置個所

数 

2017 年度 2022 年度 2024 年度 

15 か所 5 か所 20 か所 

 

第 2 節 再生可能エネルギー導入の推進に関する政策 

（1）再生可能エネルギーの導入拡大 

評価指標 現状値 実績値 目標値 

再生可能エネルギー設備導入件数

（太陽光は 50kW 以上のみ対象） 

2016 年度 2022 年度 2024 年度 

22 件 29 件 44 件 
 

（2）エネルギーの地産地消の推進 

評価指標 現状値 実績値 目標値 

蓄電池設備設置事業補助件数 
2016 年度 2022 年度 2024 年度 

0 件 18 件 10 件 

 

第 3 節 総合的な地球温暖化対策に関する政策 

（1）循環型社会の形成 

評価指標 現状値 実績値 目標値 

市民一人あたりのごみ排出量の減少 
2017 年度 2022 年度 2024 年度 

955g 954ｇ 940ｇ 
 

（2）温室効果ガス吸収源活動の推進 

評価指標 現状値 実績値 目標値 

苗木生産量の増加 
2014 年度 2022 年度 2024 年度 

22,550 本 29,562 本 100,000 本 
 

（3）環境保全に取り組む人材育成 

評価指標 現状値 実績値 目標値 

はまだエコライフ推進隊の会員数 

（個人・団体） 

2017 年度 2022 年度 2024 年度 

140 会員 150 会員 200 会員 
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重要な点は、個々の KPI そのものより、目標としている姿に近づきつつあるのかということだと考えら

れます。その点から言えば、徐々にではありますが目標としている姿に近づいていると考えられます。 

そして、参考目標数値として 2030 年度の温室効果ガス排出量の削減目標を本市全体で 28.4％と設

定したことに対して、2020 年度の実績値は 25.4％でしたので、2030 年度の参考目標数値の達成は可

能だと推測されます。 

 

参考目標としての CO2削減率 
 

浜田市全体 

2013 年度 2020 年度 2030 年度 

550 千 t-CO2 419 千 t-CO2 394 千 t-CO2 

基準年 25.4％削減 28.4％削減 
 

（2018 年時点では、国が 2013 年度と比較して 2030 年度の温室効果ガスの削減率を 26％に

設定していたので、本市としては 2030 年度の参考目標として削減率を 28.4％と設定したところ

です。本市の 2020 年度の温室効果ガスの削減率は、419千 t‐CO2で25.4％の削減率となって

います。） 

 

しかしながら、前述したとおり、国は 2021（令和 3）年に温室効果ガス排出量の削減目標を 2030 年度

までに 26％から 46％削減に変更しました。そのため、国の動きに本市も追従する必要性が出てきたため、

今回、本市の計画を見直し新たな目標設定をするに至りました。したがって、本計画では、前計画の目標お

よび将来像、評価指標などを新たに設定し直し、2050 年カーボンニュートラルを目指す計画とします。 
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2.3.2 本市のカーボンニュートラルに向けた動き 

本市では、カーボンニュートラル準備室を立ち上げ（2021 年 12 月）、カーボンニュートラル推進室へ移

行し（2022 年 4 月）、浜田市地球温暖化対策実行計画推進本部（浜田市カーボンニュートラル推進本部）

の設置（2022 年 8 月）を経て、「浜田市 2050 年ゼロカーボンシティ表明」を宣言（2022 年 9 月）し、

2050 年までに二酸化炭素排出実質ゼロを目指した取組を進めることとしています。 

また、宣言の中で 3 つの事業を掲げ、市民、事業者および行政が連携・協力して取り組むこととしていま

す。 

 

 

図 浜田市 2050 年ゼロカーボンシティ表明文 
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写真 浜田市 2050 年ゼロカーボンシティ表明 

 

 

さらに、「浜田市 2050 年ゼロカーボンシティ表明」を記念すると共に周知を行うため、ロゴマークを市

民や学生から広く募集しました。今後、選定されたロゴマークを広く活用していく予定です。 

 

 

 

図と写真 「ZERO CARBON CITY HAMADA」ロゴマークと表彰式 
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2.3.3 本市が掲げる 3 つの事業を柱にした主な取組 

(1) 市民と共に学ぶ環境づくり事業 

市民、事業者および行政が互いに連携・協力して、脱炭素社会を目指す環境の整備を行っており、地元

ケーブルテレビ局と協働して、地球温暖化防止対策や脱炭素化に向けた啓発番組「はまだエコスクール」

を制作・放映し、番組を YouTube でも配信しています。 

また、本市のごみ分別アプリ（HAMADA ごみ分別アプリ）に、クイズやスタンプラリー機能を追加して、

地域脱炭素に関する情報や知識を学びポイントとして貯めることで、景品を獲得できる仕組みを構築し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地域脱炭素クイズとスタンプラリーの画面 

啓発番組「はまだエコスクール」と番組キャラクター「笑子（エコ）ちゃん」 

本市のごみ分別アプリ（HAMADA ごみ分別アプリ） 

笑子（エコ）ちゃん 
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(2) 地域の再生可能エネルギー導入支援事業 

市民および事業者が、再生可能エネルギーを導入する場合に、本市が補助金（太陽光、蓄電池、太陽熱、

木質バイオ、畜産バイオなど）を交付しています。 

 

(3) 公共施設への再生可能エネルギー導入事業 

本市の施設に、太陽光発電設備などの再生可能エネルギー導入を進めており、漁港の荷捌所に PPA

（電力販売契約）事業で太陽光発電設備（500kW）を導入し、荷捌所、隣接する製氷工場やはまだお魚市

場に電力を供給する事業を行っています。 

 

 

 

図と写真 浜田漁港高度衛生管理型 7 号荷さばき所太陽光発電所 

〈本市初の PPA 事業、事業主体：神楽電力㈱、施設管理：JF しまね〉 

荷捌所(80ｋW)

発電した電力は
荷捌所ほかで使用

はまだお魚市場
(60ｋW)

JF第三製氷工場
(60ｋW)

JF第二製氷工場
(300ｋW)

電気自動車の
急速充電器1基を導入

電気代・サービス代

事業全体で

430t-CO2/年を削減
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2.3.4 これまでの地球温暖化対策・新エネルギーの推進に関する計画・ビジョン 

本市における地球温暖化対策に関する取組として、2007（平成 19）年 2 月に「浜田市地域省エネルギ

ービジョン」、2008（平成 20）年 3 月に「浜田市地域新エネルギービジョン」を策定し、同年 12 月に策定

した「浜田市地球温暖化対策推進計画」では、市民・事業者・行政が互いに協働し、地域の状況に応じた温室

効果ガス排出抑制の取組を総合的且つ計画的に推進することにより、未来を担う子どもたちにより良い環

境を残すことを目的に、前述の地域省エネルギービジョンとの一体的な取組を進めてきました。 

そして、2019（令和元）年 3 月には、省エネルギービジョン、新エネルギービジョンおよび地球温暖化対

策推進計画を統合・継承した「浜田市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」および「浜田市地球温暖化対

策実行計画（事務事業編）」を策定しました。 

さらに、2021（令和 3）年 12 月に策定した「第 2 次浜田市総合振興計画（後期基本計画）」の中で、まち

づくり大綱の 1 つである環境部門「自然環境を守り活かすまち」を実現するため、再生可能エネルギーの導

入および省エネルギーの推進に関する各種事業や取組を展開してきました。 
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2.4 本市の温室効果ガス排出量 

2.4.1 温室効果ガス排出量の現況と推移 

2020 年度における本市全体の温室効果ガス排出量は、419 千 t-CO2 で、全体の約 99％をエネルギ

ー起源 CO2が占めています。 

部門・分野別では、産業部門が 110.0 千 t-CO2（26.3％）で最も多く、次いで業務その他部門 103.1

千 t-CO2（24.6％）、運輸部門 101.9 千 t-CO2（24.3％）、家庭部門 100.2 千 t-CO2（23.9％）の順

になっています。 

 

表 2020 年度における本市の温室効果ガス排出量 

 
出典：「自治体排出量カルテ」（環境省） 

 

 
出典：「自治体排出量カルテ」（環境省） 

図 2020 年度における部門・分野別温室効果ガス排出量の構成比 

起源 2020年度 構成比

産業部門 110.0 26.3%

製造業 73.2 17.5%

建設業・鉱業 6.0 1.4%

農林水産業 30.9 7.4%

業務その他部門 103.1 24.6%

家庭部門 100.2 23.9%

運輸部門 101.9 24.3%

自動車 94.4 22.5%

旅客 44.4 10.6%

貨物 50.0 11.9%

鉄道 3.3 0.8%

船舶 4.2 1.0%

エネルギー起源CO2

以外のガス
廃棄物分野（一般廃棄物） 3.4 0.8%

419 100%合計

部門・分野

エネルギー起源

CO2

温室効果ガス排出量（千t-CO2）項目

産業部門

26%

業務その他部門

25%

家庭部門

24%

運輸部門

24%

製造業

建設業・鉱業

農林水産業

業務その他部門

家庭部門

自動車

鉄道

船舶

一般廃棄物
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国および県の平均と比較して、業務その他部門・家庭部門・運輸部門が大きく、産業部門が小さい傾向に

ありますが、各部門の温室効果ガスの排出割合が同程度のため、各部門における排出削減に向けた取組が

必要です。 

 

 

出典：「自治体排出量カルテ」（環境省） 

図 2020 年度における部門・分野別構成比の比較（全国平均・島根県平均） 

 

 

本市における温室効果ガス排出量の推移では、2013 年から 2020 年にかけて温室効果ガス排出量が

約 26％減少しています。部門別では、産業部門で約 27％、業務その他部門で約 31％、家庭部門で約

26％、運輸部門で約 16％減少しています。 

 

 
出典：「自治体排出量カルテ」（環境省） 

図 本市における温室効果ガス排出量の推移（2013 年度～2020 年度） 
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2.5 森林による CO2吸収量 

樹木は、成長する過程で光合成により大気中の CO2を吸収していることから、森林の保全は地球温暖化

対策に貢献する手法の 1 つとして注目されています。そのため、本計画の策定において本市の森林による

CO2吸収量の現状を、各種統計資料を用いて推計しました。 

その結果、森林の CO2吸収量（2020年度）は約 19 万 t-CO2/年と推計されました。これは、2020年

度の CO2排出量の約 47％に相当します。 

 

 

図 本市の森林による CO2吸収量（2020 年度の CO2排出量との比較） 
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2.6 本市の再生可能エネルギーなどの導入ポテンシャル 

2.6.1 再生可能エネルギーの導入状況 

本市における 2021（令和 3）年度までの再生可能エネルギーの導入状況を下表に示しています。 

市内で導入されている再生可能エネルギーは、約 106MW（約 19 万 MWh/年）で、その多くが太陽光

発電および風力発電によるものです。また一部、水力発電も導入されています。 

 

表 既存の再生可能エネルギー導入状況 

大区分 中区分 導入実績量 単位 

太陽光 

10kW 未満 
5.5 MW 

6,604.3 MWh/年 

10kW 以上 
47.8 MW 

63,219.2 MWh/年 

合計 
53.3 MW 

69,823.5 MWh/年 

風力 
51.9 MW 

112,708.3 MWh/年 

水力 
0.9 MW 

4,509.6 MWh/年 

バイオマス 
0.0 MW 

0.0 MWh/年 

地熱 
0.0 MW 

0.0 MWh/年 

合計 
106.0 MW 

187,041.4 MWh/年 

備考）ポテンシャル：上段は設備容量（MW）、下段は年間発電電力量（MWh/年） 

出典：「自治体再エネ情報カルテ」（環境省） 

「自治体排出量カルテ」（環境省） 
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2.6.2 再生可能エネルギーのポテンシャル 

(1) 再生可能エネルギー導入ポテンシャルの定義 

再生可能エネルギーのポテンシャルは、3 つのポテンシャル種（賦存量・導入ポテンシャル・事業性を考

慮した導入ポテンシャル）から構成され、再生可能エネルギー導入ポテンシャルは、全体の自然エネルギ

ー資源量から現在の技術水準で利用困難なエリアや、土地利用の法的規制や制限エリアを除外したもの

です。 

本計画では、本市の再生可能エネルギーについて、既存の資料・文献などに基づき、種別の利用可能量

（ポテンシャル）について推計し、本市の中にどの程度再生可能エネルギー導入ポテンシャルがあるかを

整理します。 

 

 
出典：「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル」（令和 4 年 4 月、環境省地球温暖化対策課）より作成 

図 再生可能エネルギー導入ポテンシャルの概念図 

  

地域に存在するすべての再生可能エネルギー量

現在の技術水準で
利用困難なもの

全自然エネルギー

賦存量 現在の技術で利用可能な再生可能エネルギー量（設置可能面積、
平均風速、河川流量などから理論的に算出することができるエネ
ルギー資源量）

導入ポテンシャル ＜賦存量の内数＞

法令、土地用途
などによる制約
があるもの

制約要因を考慮した再生可能エネルギー量（エネルギーの
採取・利用に関する種々の制約要因による設置の可否を考
慮したエネルギー資源量）

事業性が
よくないもの

事業性を考慮した導入ポテンシャル

＜導入ポテンシャルの内数＞

事業のシナリオを考慮した
再生可能エネルギー量

＜考慮されていない要素（例）＞

・系統の空き容量、賦課金による国民負担
・将来見通し（再エネコスト、技術革新）
・個別の地域事情（地権者意思、公表不可な希少種生息エリア情報） など
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(2) 再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 

市内の再生可能エネルギーのポテンシャルを「再生可能エネルギー情報提供システム[REPOS(リーポ

ス)]（環境省）」による推計結果を基に整理しました。 

市内の再生可能エネルギーのポテンシャルは、太陽光（建物系・土地系）のほか、陸上風力、中小水力、

太陽熱、地中熱のポテンシャルがありますが、太陽熱、地中熱については技術が実用化の段階に達してい

ないことから、本計画では、太陽光（建物系・土地系）、陸上風力、中小水力のポテンシャルを最大限活用

するものとします。 

 

表 再生可能エネルギーポテンシャルの推計結果 

大区分 中区分 導入ポテンシャル 単位 

太陽光 

建物系 
349.5 MW 

428,765.8 MWh/年 

土地系 
700.7 MW 

861,137.5 MWh/年 

小計 
1,050.2 MW 

1,289,903.3 MWh/年 

風力 陸上風力 
451.8 MW 

1,192,428.0 MWh/年 

中小水力 

河川部 
4.4 MW 

25,612.4 MWh/年 

農業用水路 
0.0 MW 

0.0 MWh/年 

小計 
4.4 MW 

25,612.4 MWh/年 

バイオマス 
木質バイオマス 

（熱利用） 

－ MW 

－ MWh/年 

地熱 
0.0 MW 

0.0 MWh/年 

再生可能エネルギー（電気）合計 
1,506.4 MW 

2,507,943.7 MWh/年 

太陽熱 670,716.4 GJ/年 

地中熱 3,473,757.9 GJ/年 

再生可能エネルギー（熱）合計 4,144,474.2 GJ/年 

備考）ポテンシャル：上段は設備容量（MW）、下段は年間発電電力量（MWh/年） 

出典：再生可能エネルギー情報提供システム[REPOS(リーポス)]（環境省） 

  



 

40 

2.6.3 太陽光発電のポテンシャル 

市内の太陽光発電のポテンシャルを「再生可能エネルギー情報提供システム[REPOS(リーポス)]（環境

省）」による推計結果を基に整理しました。 

 

表 太陽光発電のポテンシャル 

中区分 小区分 1 小区分 2 導入ポテンシャル 単位 

建物系 

官公庁 
6.0 MW 

7,433.8 MWh/年 

病院 
1.7 MW 

2,092.8 MWh/年 

学校 
9.0 MW 

11,033.2 MWh/年 

戸建住宅など 
110.9 MW 

135,560.3 MWh/年 

集合住宅 
2.4 MW 

2,946.0 MWh/年 

工場・倉庫 
8.2 MW 

10,072.9 MWh/年 

その他建物 
210.9 MW 

259,150.6 MWh/年 

鉄道駅 
0.4 MW 

476.2 MWh/年 

合計 
349.5 MW 

428,765.8 MWh/年 

土地系 

最終処分場 一般廃棄物 
2.4 MW 

2,941.2 MWh/年 

耕地 

田 
226.2 MW 

278,012.2 MWh/年 

畑 
62.1 MW 

76,262.5 MWh/年 

荒廃農地 

再生利用可能（営農型） 
16.8 MW 

20,588.9 MWh/年 

再生利用困難 
393.3 MW 

483,332.8 MWh/年 

ため池 
0.0 MW 

0.0 MWh/年 

合計 
700.7 MW 

861,137.5 MWh/年 

備考）ポテンシャル：上段は設備容量（MW）、下段は年間発電電力量（MWh/年） 

出典：再生可能エネルギー情報提供システム[REPOS(リーポス)]（環境省） 
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2.7 市民・事業者へのアンケート調査 

2.7.1 アンケート調査概要 

本計画の策定にあたり、市民および事業者の地球温暖化や気候変動、エネルギー問題への関心、脱炭素

の取組の必要性、省エネの推進や再生可能エネルギーの導入意向などを把握するために、アンケート調査

を実施しました。 

市民および事業者へのアンケート調査の概要は、以下に示すとおりです。 

 

表 市民向けアンケート調査の概要 

調査対象者 

本市に在住する 18 歳以上の市民 

➡ 無作為に抽出 

➡ 1,000 人を対象に調査票を送付 

調査期間 2023（令和 5）年 7 月 21 日～8 月 4 日 

調査方法 

調査票は郵送配布し、回答は以下のいずれかの方法を選択 

①調査票に記入して郵送 

②パソコンやスマートフォンなどで WEB サイトにアクセスし回答 

回答件数 270 件（回収率：約 27％） 

 

 

表 事業者向けアンケート調査の概要 

調査対象者 
市内の事業所 

➡ 市内の事業所の中から 200 事業所を対象に調査票を送付 

調査期間 2023（令和 5）年 7 月 21 日～8 月 4 日 

調査方法 

調査票は郵送配布し、回答は以下のいずれかの方法を選択 

①調査票に記入して郵送 

②パソコンやスマートフォンなどで WEB サイトにアクセスし回答 

回答件数 97 件（回収率：約 49％） 
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2.7.2 アンケート調査結果 

(1) 市民向けアンケート 

1) 地球温暖化や地球環境の保全について 

・地球温暖化や気候変動、エネルギー問題について、回答者の約 82％が関心を持っており、その対策に

ついても多くの意見が寄せられました。 

 

・「浜田市 2050 年ゼロカーボンシティ表明」について、回答者の半数以上（約71％）が宣言について把

握していないと回答がありました。一方、「SDGs」については、回答者の約 87％が聞いたことがあり、

その中でも約 51％の回答者が SDGs の内容を知っていると回答がありました。 

・日常生活の利便性と地球環境の保全との関係については、回答者の大多数が地球環境の保全を行う

必要があると感じており、また、地球環境の保全と生活の利便性向上を同時に行う必要があると回答

がありました。 

 
 

2) 脱炭素（ゼロカーボン）の取組の必要性について 

・脱炭素（ゼロカーボン）に関する取組については、回答者の約 65％が脱炭素への取組の必要性を感じ

ており、また、脱炭素と地域課題につながる取組を同時に進めるべきであると回答がありました。 

 

33%

49%

13%

2% 3%

1. とても関心がある

2. どちらかというと関心がある

3. あまり関心がない

4. 関心がない

無回答

29%

4%

60%

0%
4%

3%
1. 地球環境の保全を最優先に行う必要がある

2. 地球環境の保全よりも、生活の利便性を向上さ

せる方が重要である

3. 地球環境の保全と生活の利便性向上を同時に行

う必要がある

4. 地球環境の保全を行う必要はない

5. わからない

無回答

13%

22%

52%

2% 9%

3% 1. 先進自治体となるよう、脱炭素への取組を最優

先に進めるべきである

2. 医療・福祉・教育など地域課題の解決につながる

取組を最優先に進めるべきである

3. 脱炭素と地域課題の解決につながる取組を同時

に進めるべきである

4. 脱炭素への取組を進める必要はない

5. わからない

無回答
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3) 省エネ・再エネ設備などの導入状況について 

・市内の省エネ・再エネ設備の導入（実施）状況は低い水準に留まっていますが、「今後導入（実施）したい」

を含めると、全体の半数以上を占めるもの（省エネ型電気製品、クリーンエネルギー自動車、高効率給

湯器）が見られました。 

 

・省エネ・再エネ設備導入の課題として、回答者の約 36％が「設備の導入・維持費用が高い」を挙げ、ほ

かにも様々な意見が寄せられました。 

 

4) 日常に関する行動（省エネ行動など）について 

・回答者の多くが日常生活の中で省エネ行動などに取り組んでいる一方、移動（公共交通機関、自転車

の積極的利用）については、他の項目と比較して低い割合（約 13％）を示していました。 
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21%
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11%
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77%
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47%
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17%

45%
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3%
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5%

4%
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3%
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住宅の断熱性を向上させる取組（断熱材の入替えなど）

太陽光発電システム

その他の発電システム（風力、バイオマス等）

太陽熱温水器

蓄電池システム

高効率給湯器（エコキュートなど）

家庭用燃料電池（エネファームなど）

熱回収型給湯器（エコジョーズなど）

地中熱ヒートポンプ冷暖房システム

省エネ型電気製品（省エネラベル製品）

クリーンエネルギー自動車（ハイブリット車、電気自動車など）

HEMS

Ｖ２Ｈ

1．導入（実施）している 2．今後導入（実施）したい 3．導入の予定はない 無回答
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40%
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65%
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40%
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12%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

エアコン【夏の冷房設定を28℃に設定している】

エアコン【冬の暖房設定を20℃に設定している】

エアコン【フィルターを月に1回か2回か清掃している】

冷蔵庫【ものを詰め込みすぎない（半分程度だけ詰める）】

冷蔵庫【設定温度を「強」から「中」にする】

照明【蛍光ランプを1日1時間短縮する】

電気便座【使わないときはフタを閉める】

電気便座【便座の設定温度を中から弱にする】

給湯器【お風呂の追い炊きはしない】

給湯器【シャワーは不必要に流したままにしない】

1．取り組んでいる 2．今後取り組みたい 3．取り組まない ４．所有していない 無回答
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13%

54%

3%

4%

4%

3%

3%

6%

7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

廃棄物【ごみの減量化又は資源化について】

廃棄物【ごみのコンポスト（家庭の生ごみや落ち葉などの堆肥化）について】

移動【公共交通機関、自転車の積極的利用について】

買い物【地元のお店でのお買い物について】

買い物【地元産品（地産地消の食材など）の購入について】

買い物【有機栽培のお米や野菜などの購入について】

その他【環境問題に積極的に取り組む企業への投資について】

1．取り組んでいる（利用・購入・投資している） 2．今後取り組みたい（利用したい、購入・投資を検討したい） 3．取り組まない（利用・購入・投資しない） 無回答
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5) 再生可能エネルギーの導入について 

・再エネの導入推進にあたって市が取り組むべきものとして、「個人住宅への再エネ導入の補助（約

23％）」、「公共施設への太陽光パネルの設置（約 22％）」が多く挙げられ、その他の取組についても多

くの回答がありました。 

 

 

6) 市からの情報提供のあり方について 

・脱炭素や再生可能エネルギーの導入に関する情報提供については、広報誌（広報はまだ）が回答者の

約 25％を占めていましたが、その他の情報提供手段についても多くの回答がありました。 

 

 

7) 各家庭で所有している自動車について 

・回答者の大多数が自動車を所有しており、そのうち、ガソリン車・ディーゼル車が約 66％、次いでハイ

ブリッド自動車が約 21％となっており、電気自動車・燃料電池車は約 3％に留まっています。 

・今後、買い替えを希望する自動車については、ハイブリッド自動車（約 39％）、電気自動車（約 14％）、

燃料電池車（約 1％）、合計で約 54％となっており、電気自動車導入の際の課題として、「車体価格が

高い」、「充電場所が少ない」が多く挙げられ、その他の項目についても多くの回答がありました。 

 

23%

18%

11%

16%

22%

6%

3% 3%

1. 個人住宅への再エネ導入の補助（太陽光パネルの設置等）

2. 導入済みの再エネ設備（太陽光パネル等）の定期点検や修繕の補助

3. 地域が事業者となるモデル事業の実施

4. 地球温暖化や再エネ導入などに対する意識啓発

5. 公共施設への太陽光パネルの設置

6. わからない

7. その他

無回答

13%

25%

9%
8%

13%

12%

15%

2%
1% 1%

1. 市のホームページ

2. 広報誌（広報はまだ）

3.YouTube（浜田市公式チャンネル）

4. SNS（Facebook、Twitter など）

5. ケーブルテレビ（CATV）

6. 新聞・雑誌・ポスター

7. 学校や地域への出前講座、イベント

8. わからない

9. その他

無回答

28%

13%

19%

20%

9%

1%
4%

5%
1. 車体価格が高い

2. 車種が少ない

3. 充電場所が近くにない

4. 充電場所が少ない

5. 詳しい情報（メリット、デメリット等）がわからない

6. 特に課題はない

7. その他

無回答
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8) 地球温暖化防止対策について 

・地球温暖化防止対策の取組については、「太陽光などの再生可能エネルギーの導入（約 16％）」、「家電

製品などの省エネ化（約 11％）」、「電気自動車などの次世代自動車の導入（約 10％）」など多くの意見

が挙げられました。 

 

・また、本市の環境・エネルギー政策への意見として、交通（公共交通・公用車・自動車）の脱炭素化に関

する意見、学校・地区単位での脱炭素に係る環境教育や周知啓発を要望する意見、脱炭素と並行して

まちづくりや自然環境の保全に関する取組を要望する意見が多く寄せられました。 

  

16%

10%

11%

5%

8%4%
7%

8%

4%

5%

3%

3%

8%

6%

1% 2%

1. 太陽光発電などの再生可能エネルギーの導入を進める

2. 電気自動車や燃料電池車などの次世代自動車の導入を進める

3. 家電製品等の省エネ化を進める

4. 住宅の断熱性を向上させる取組を進める

5. 工場・オフィスビル・店舗などにおいてエネルギーを効率的に使用する

6. 公共交通対策や物流対策などの運輸交通体系を改善する

7. 省エネ行動を心がけるなどのライフスタイルを見直す

8. ごみの減量化やリサイクルに努める

9. 二酸化炭素固定技術などの新しい技術を研究し開発する

10. 環境教育・学習を充実させる

11. 環境情報を広く一般に提供する

12. 炭素税の導入、低公害車への優遇措置などの経済的取組みを展開する

13. 国、県、市等による一般住宅や事業所への補助・助成

14. 水素エネルギー等、次世代エネルギーの活用促進

15. その他

無回答
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(2) 事業者向けアンケート 

1) 地球温暖化や地球環境の保全について 

・地球温暖化や気候変動、エネルギー問題について、事業者の約 91％が関心を持っていると回答があ

りました。 

 

・地球温暖化や気候変動による災害リスクの対策として、「集中豪雨・洪水などに伴う土砂災害・インフラ

整備（約 26％）」、「二酸化炭素などの温室効果ガスの排出抑制（約 25％）」が必要と回答がありまし

た。 

・「浜田市 2050 年ゼロカーボンシティ表明」について、事業者の半数以上（約 55％）が宣言について

把握していないと回答がありました。また、事業者の約 87％が「SDGs」の内容を把握している一方、

事業者の約 60％が SDGs に関する具体的な取組を行っていないと回答がありました。 

・地域経済の発展と地球環境の保全との関係については、事業者の約 83％が地球環境の保全を行う

必要があると感じており、また、事業者の約 73％が地球環境の保全と経済活動の向上を同時に行う

必要があると回答がありました。 

 

・浜田市地域において脱炭素に向けた動きがあった場合、事業者の約 64％が積極的に関与したいと考

えており、事業者向けの講習会や説明会については、事業者の約 55％が参加の意向を示しています。 

  

38%

53%

8%

1%

1. とても関心がある

2. どちらかというと関心がある

3. あまり関心がない

4. 関心がない

無回答

10%

9%

73%

0%
4% 3%

1. 地球環境の保全を最優先に行う必要がある

2. 地球環境の保全よりも、経済活動を向上させる方が重要である

3. 地球環境の保全と生活の経済活動の向上を同時に行う必要がある

4. 地球環境の保全を行う必要はない

5. わからない

無回答
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2) 省エネ・再エネ設備などの導入状況について 

・事業所の省エネ・再エネ設備の導入（実施）状況は低い水準に留まっていますが、LED 照明の導入率は

他の項目と比較して高い割合（約 76％）を占めていました。 

 

・省エネ・再エネ設備導入の課題として、事業者の約 39％が「設備の導入・維持費用が高い」と回答して

おり、他にも「設置が難しい」「詳しい内容がよく分からない」「通常業務が忙しい」などさまざまな課題

が挙げられました。 

 

3) 地球温暖化対策への取組状況について 

・多くの事業所で地球温暖化対策への取組を行っており、特に空調機フィルタの定期的な清掃、LED 照

明への更新は、全体の約 70％以上を占めています。 

 

  

11%

12%

1%

0%

0%

13%

1%

3%

1%

22%

76%

3%

2％

13%

4%

1%

1%

5%

3%

2%

2%

0%

13%

12%

4%

4%

64%

65%

58%

58%

66%

55%

68%

58%

39%

57%

10%

60%

65%

7%

15%

36%

38%

25%

27%

27%

35%

39%

5%

1%

32%

28%

4%

3%

3%

3%

4%

2%

2%

2%

1%

3%

0%

1%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

住宅の断熱性を向上させる取組（断熱材の入替えなど）

太陽光発電システム

その他の発電システム（風力、バイオマス等）

太陽熱温水器

蓄電池システム

高効率給湯器（エコキュートなど）

業務・産業用燃料電池（エネファームなど）

潜熱回収型給湯器（エコジョーズなど）

地中熱ヒートポンプ冷暖房システム

クリーンエネルギー自動車（ハイブリット車、電気自動車など）

ＬＥＤ照明

HEMS

Ｖ２Ｈ

1．導入（実施）している 2．導入（実施）を検討している 3．関心はあるが、実施の予定はない 4. 関心がない 無回答

28%

4%

3%

4%

33%

48%

31%

72%

15%

32%

25%

70%

21％

2%

8%

8%

7%

13%

12%

11%

11%

7%

14%

13%

9%

18%

9%

4%

44%

62%

63%

57%

30%

26%

38%

14%

52%

42%

46%

9%

47%

47%

15%

23%

23%

22%

21%

11%

16%

4%

18%

10%

19%

3%

22%

45%

4%

3%

4%

4%

4%

3%

3%

2%

1%

2%

1%

0%

1%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業活動による電気・ガス等のエネルギー使用量の調査・把握

事業活動による温室効果ガス排出量の調査・把握

事業活動の温室効果ガス排出量の削減目標や行動計画の設定

省エネ診断の実施

照明間引き点灯の実施

空調の設定温度の管理

空調運転時間の短縮

空調機フィルタの定期的な清掃

省エネや環境保全に関する従業員への環境教育の実施

社有車のエコドライブ推奨

事業所近くの外出における徒歩や自転車利用の推進

LED照明への更新

高効率パッケージエアコンへの更新

高効率熱源（ボイラー等）への更新

1．実施している 2．実施を検討している 3．関心はあるが、実施の予定はない 4．関心がない 無回答
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4) 事業所で所有している自動車について 

・事業者の大多数が自動車を所有しており、そのうち、ガソリン車・ディーゼル車が約 70％、次いでハイ

ブリッド自動車が約 22％となっており、電気自動車・燃料電池車は約 6％に留まっています。 

・今後、買い替えを希望する自動車については、ガソリン車・ディーゼル車（約50％）が一番多く、次いで

ハイブリッド自動車（約 37％）となっており、電気自動車導入の際の課題として、「車体価格が高い」、

「充電場所が少ない」が多く挙げられ、その他の項目についても多くの回答がありました。 

 

 

5) 地球温暖化防止対策について 

・地球温暖化防止対策の取組については、「国、県、市などによる一般住宅や企業への補助・助成（約

16％）」、「ごみの減量化やリサイクル（約 14％）」、「太陽光などの再生可能エネルギーの導入（約

13％）」など多くの意見が挙げられました。 

 

  

31%

15%

21%

22%

6%

1%
4%0%

1．車体価格が高い

2．車種が少ない

3．充電場所が近くにない

4．充電場所が少ない

5．詳しい情報（メリット、デメリット）がわからない

6．特に課題はない

7．その他

無回答

13%

7%

5%

7%

5%

6%

14%

4%

6%

7%

3%

16%

5%

2% 1% １．太陽光発電などの再生可能エネルギーの導入を進める

2．電気自動車や燃料電池車などの次世代自動車の導入を進める

3．家電製品等の省エネ化を進める

４．工場・オフィスビル・店舗などにおいてエネルギーを効率的に使用する

５．公共交通対策や物流対策などの運輸交通体系を改善する

６．省エネ行動を心がけるなどのライフスタイルを見直す

７．ごみの減量化やリサイクルに努める

8．二酸化炭素固定技術などの新しい技術を研究し開発する

９．環境教育・学習を充実させる

１０．環境情報を広く一般に提供する

１１．炭素税の導入、低公害への優遇措置などの経済的取組みを展開する

１２．国、県、市等による一般住宅や企業への補助・助成

13．水素エネルギー等、次世代型エネルギーの活用促進

１４．その他

無回答


